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指定就労継続支援Ａ型における適正な運営に向けた指定基準の見直し等 

に関する取扱いについて 

 

 

 指定就労継続支援Ａ型における適正な運営のため、障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律施行規則等の一部を改正する省令（平成 29年厚生労働省令第５号）

において、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害

福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 171

号。以下「指定基準」という。）の一部を改正するとともに、「障害者の日常生活及び社会生

活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び

運営に関する基準について」（平成 18 年 12月６日障発第 1206001 号厚生労働省社会・援護

局障害保健福祉部長通知。以下「指定基準解釈通知」という。）の一部改正通知を平成 29

年３月 30日に発出した。さらに、当該取扱い等について、「指定就労継続支援Ａ型における

適正な運営に向けた指定基準の見直し等に関する取扱い及び様式例について」（平成 29年３

月 30 日障障発 0330 第４号。以下「平成 29 年通知」という。）により示したところですが、

当該通知の取扱いについては当面の間、下記のとおりとしますので、御了知の上、貴管内市

町村、関係団体、関係機関等に周知徹底を図るとともに、その運用に遺漏のないようにお願

いします。 

 なお、本通知は、地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 245条の４第１項の規定に基づ

く技術的な助言であることを申し添えます。 

 

記 

 

 １ 当面の間、経営改善計画書を提出している指定就労継続支援Ａ型事業所（以下「事業

所」という。）については、計画始期から１年経過した後に平成 29 年通知の１の（２）



に規定する更に１年間の経営改善計画を作成させることができる要件として、以下を加

える。 

（１）生産活動に係る事業の収入額が利用者に支払う賃金総額以上である場合 

（２）提出済みの経営改善計画に基づく改善の取り組みについて、具体的に実施してお

り、今後経営改善の見込みがあると指定権者が認めた場合 

 

 ２ 更なる１年間の経営改善計画の作成、提出を行った事業所に対しては、地域生活支援

事業費等補助金のうち地域生活支援促進事業（工賃向上計画支援等事業）の活用や経営

改善計画書の提出をしていない事業所の事例等も参考としつつ、経営改善に向けた指導

だけでなく、必要な支援も実施すること。 

 

 ３ 指定基準解釈通知第 11 の３の（４）に係る取扱いについて、事業所に経営改善計画

を提出させる場合は、指定基準第 192条第２項に規定する生産活動に係る事業の収入か

ら生産活動に係る事業に必要な経費（利用者に支払う賃金は除く。以下同じ。）を控除

した額に相当する金額が、利用者に支払う賃金の総額以上となっていない場合であるが、

ここでいう「利用者に支払う賃金」は、就労継続支援Ａ型の趣旨を踏まえ、最低賃金（最

低賃金の減額特例許可に基づき契約を行った場合は当該賃金額）に基づき算出した額と

すること。このため、生産活動に係る事業の収入から生産活動に係る事業に必要な経費

を控除した額に相当する金額が、利用者に支払うべき最低賃金の総額以上の事業所であ

れば、指定基準第 192条第２項の規定を満たしていることになる。 

 

４ 平成 29 年通知の別紙様式３を廃止し、別紙様式１により、経営改善計画の提出に至

った事業所数等について、毎年９月末現在及び３月末現在時点の状況を厚生労働省社

会・援護局障害保健福祉部障害福祉課へ提出いただくとともに、都道府県、指定都市又

は中核市は、経営改善計画書を提出した事業所について当該経営改善計画書等を事業所

のホームページに公表するよう促すこと。 

 

５ 上記１から４を除く取扱いについては、平成 29年通知のとおりとすること。 

 


